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<論 文 内 容 の 要 旨 > 
本研究は、戦後日本学校教育における道徳教育史を政策次元に止まらない教育・学習課題
としての視座から再検証し、特に 1958 年「道徳の時間」成立過程と「道徳の時間」授業論
の分析から、道徳教育の一部分である「道徳授業」の役割や原理を戦後日本道徳教育史の文
脈において明らかにすることを目的とする。その際本研究は、同時代に道徳教育の理論的・
実践的探究を行った平野武夫と、平野が提唱し「道徳の時間」の代表的授業論の一つとなっ
た価値葛藤論を視角に立てることにより、道徳特設前後で分断されがちな戦後道徳教育史を
連続的発展過程として捉えることを試みた。 
 第 1 章では、平野の視角としての妥当性を検証し、平野が、従来の政治的対立構図を超
え、関西道徳教育研究会という実践的視点、価値葛藤という理論的視点を媒介に「道徳の時
間」の道徳授業としての成立に接点を持ち、戦後初期から「道徳の時間」初期理念成立まで
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の過程を連続的に捉える手がかりとなることを明らかにした。 
 第 2 章は、戦後教育改革期の道徳教育を検討した。戦後初期道徳教育は全面主義と称され
社会科が道徳教育の中心的役割を担ったとされるが、その背景には、国家主義的道徳や公権
力による価値規制の脱却という道徳教育の抑制的動向だけではなく、従来戦後道徳教育初期
理念として明確には位置づけられてこなかった道徳の規範的側面と開拓的側面の両面性の
捉え直し、道徳を「個の内面」と「社会における個」という道徳主体の内側・外側から捉え
る理念が創出されたことを確認した。 
 第 3 章は、新時代の道徳教育の方向性を探索した平野の動向を分析した。平野は修身が理
想型の暗記に傾斜した点を課題とし実践力の涵養を道徳教育の目的に据えた。そして道徳生
活の考察から道徳発生の契機は「価値の対立相剋によって良心の葛藤が生まれる地点」であ
るという価値葛藤の発想を生起させるとともに、道徳性とは他の諸価値（生活）追求過程に
おける調和と統一をもたらす形式であり独自の生活領域を形成しないとの理解から、全面主
義道徳教育の倫理学的基礎を築いている。 
 第 4・5 章は、1950 年代中頃までの道徳教育の模索と課題を検討した。全面主義道徳教育
は、道徳的価値基準やしつけ的教育を求める根強い社会的要請、社会科道徳教育の理念と実
態の矛盾等の困難さを抱えていた。全面主義道徳教育の実践化の試みや道徳教育の科学性担
保の探究なども進められてはいたが、政治的動向を背景としつつ、直接的には内面性・精神
性教育の不足批判を受けるとともに、基礎学力批判等から社会科の「社会化」や問題解決学
習の後退が進み、全面主義道徳教育の根底となる経験主義カリキュラム自体が変容し全面主
義道徳教育の存立を困難にした。 
一方平野は、全面主義道徳教育の課題を直接化・画一化・平面化傾向に見出し、打開策と
して道徳教育カリキュラムの構造化と教師の倫理観醸成のための道徳的価値研究の推進に
あたる。あわせて関西道徳教育研究会によって道徳教育実践の創出を推進する中で特設時間
活用型実践と呼応し、道徳教育の特設形態や追体験方法の意義を道徳教育の一方法として再
考していった。 
 第 6 章では、1958 年「道徳の時間」の成立過程とその特徴を再検討した。代表的特設批
判論の検討からは、国家主義道徳を否定する一方、これが道徳の規範的側面や目的的教育（授
業）までを否定するものではないことを明らかにした。「道徳の時間」の検討からは、道徳
の開拓的・規範的内容両方の取り入れや一方向的伝達教育に陥らない方法提示、全面主義・
生活主義との接続策としての枠組み設計がなされていること、その設計の一つに価値葛藤の
発想の導入があることを明らかにした。 
第 7 章は、「道徳の時間」展開時の模索と価値葛藤に基づく道徳授業原理を検討した。こ
の時期典型とされた諸授業論は「（価値）葛藤」要素を共通に含むことから、価値葛藤は初
期「道徳の時間」の存立に貢献した概念といえる。その価値葛藤論の代表として平野論を検
討し、価値葛藤は道徳授業の①内容選択原理（価値葛藤の場の理論）、②教育学習原理（生
成過程への還元）の 2 側面を有することを明らかにした。前者は徳目主義の対比概念であ
り、後者は問題解決学習を継承する。授業展開原理においても、授業や教材の持つ抽象性の
克服が「生活と授業の接合」「自他の接合」により試みられ、全面主義期の生活主義志向を
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道徳授業構造に継承していることを明らかにした。加えて、道徳性内面化論との比較から、
価値葛藤を「方法的価値葛藤」と「目的的価値葛藤」に細分化し、そこに生じた道徳的価値
の理解の学習原理を「価値の正しさの納得」原理、「自己の課題の気づき」原理として整理
した。 
 本研究の成果は、戦後道徳教育初期理念の再定位と「道徳の時間」成立地点の拡張により、
価値葛藤を軸とした戦後道徳教育史の発展的連続性を明らかにしたことである。そして、初
期「道徳の時間」における道徳授業は、実生活で発生する道徳的葛藤経験を道徳的価値の理
解を通して再構成することを道徳的価値観形成の原理とするものであったと捉えた。この理
解や本研究を通じて示された道徳授業の検討課題は、学習者の主体的学び実現を主題とする
現代学校教育の中で、「道徳科」新設により鋭敏となる道徳授業のあり方に対しても一定の
示唆を与えるものである。 
 
 
< 論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 > 
本論文は、戦後日本において、道徳教育の理論的・実践的探究を活発に行い多方面に影響
を与えた平野武夫の「価値葛藤論」を考察の基軸に据え、戦後日本の学校教育における「道
徳授業」の役割や原理を、道徳教育史の文脈において明らかにしたものである。 
 具体的には、まず、平野の業績が、戦後初期から「道徳の時間」が成立するまでの過程を
連続的に捉える手がかりとなることを明らかにし、次に、戦後の教育改革期における道徳教
育の方向性を探索した平野の考察プロセスを詳細に分析し、理想型の暗記に傾斜した修身に
対し、実践力の涵養を道徳教育の目的に据えたことなどを指摘している。さらに、1950 年
代中頃までの全面主義道徳教育の模索と課題を検討し、平野の果たした役割として、道徳教
育のカリキュラムの構造化と教師の倫理観を向上させるための授業研究の推進などがある
ことを導き出した。加えて、1958 年の「道徳の時間」の成立過程とその特徴を再検討し、
国家主義道徳を否定する一方、それが道徳の規範的側面や目的的教育までを否定するもので
はなかったこと、そこには平野による価値葛藤論の発想の萌芽が見られることを明らかにし
た。 
以上を踏まえ、価値葛藤論に基づく道徳の授業原理を考察し、現在に通ずる「問題解決型」
の学習方法がすでに存在していたことを指摘し、価値葛藤論を「方法的価値葛藤」と「目的
的価値葛藤」に細分化し、道徳的価値の理解の学習原理を「価値の正しさの納得」と「自己
の課題の気づき」の 2 つにあると、現代的な視点からの再解釈を試みた。最後に、本論文で
見いだされた成果は、現在の学校教育の中で新設された「道徳科」の授業のより良いあり方
に対して一定の示唆を与えるものであることを主張して、論考を終えている。 
哲学・思想の用語が氾濫する道徳教育の分野において、用語の意味を厳密に限定化して使
用しようとするあまり、かえって論文構成が冗長になってしまった嫌いがあること、歴史的
事実に載せながら自らの理論的考察を紡ぎ出そうとする試みが、ともすればクロノロジカル
な記述にとどまりがちになることなどには、本論文のいわば限界が見いだされる。 
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しかし、分析視点を、教育政策の次元ではなく、教育・学習課題におき、特に 1958 年に
「道徳の時間」が成立したそれまでのプロセスと「道徳の時間」の授業論それ自体の二つを
分析し、そこに平野の「価値葛藤論」を適用したことで、戦後道徳教育史を連続的な発展過
程としてとらえることに成功していることは、本論文の独創的な点であり、かつ斯界に於け
るあらたな貢献と高く評価できる。 
 
よって、本論文は博士（教育学）の学位論文として合格と認める。 
